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研究成果の概要（和文）：農民工に着目し、2014年に公表した中国の新型城鎮化政策の影響を調べるため、大
連、貴陽と重慶市に住む農民工（985人）と都市戸籍を有する一般市民（671人）、重慶市周辺農村地域の観光経
営者（農民工経験者：226人×4）と観光客（428人×4）を対象にアンケート調査を実施した。以下の主な結論を
得た：一般市民のエネルギー消費量は農民工より1.2倍～1.4倍も高い；都市戸籍取得意向を有する農民工は意外
と少なく約4割である；農民工の社会保障問題が解消されない限り、今後エネルギー消費の大きな増加はない；
都市戸籍の取得は農村観光経営にマイナスな影響があり、観光ばかりに頼らない農村地域づくりは重要である。

研究成果の概要（英文）：Focusing on rural migrant workers, several questionnaire surveys were 
conducted for investigating the influence of China's National New-type Urbanization Plan 
2014-2020), in Dalian, Guiyang and Chongqing (urban residents: 985 rural migrants, and 671 residents
 with urban registration; rural tourism: 226 rural tourism managers (sample size: 4*226) with 
experience of rural migrants in cities, and 428 tourists) (sample size: 4*428). It is found that 
energy consumed by residents with urban registration is 1.2~4.0 times higher than rural migrants. 
Unexpectedly, only about 40% of migrants prefer to have an urban registration (i.e., hukou). As long
 as the social security problem of rural migrants is not solved, there is not big increase in energy
 consumption in the future. Owning an urban hukou will affects rural tourism business negatively and
 it is important to promote rural development without heavily relying on tourism.

研究分野：地域都市計画、交通計画、エネルギー・環境政策、観光政策

キーワード： 中国新型城鎮化政策　農民工　戸籍　社会保障　エネルギー消費　まち・地域づくり　農村観光　表明
選好調査
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

本研究は、世界最大のエネルギー消費国で
ある中国の習近平政権が打ち出している新
しい都市化政策（中国語で新型城鎮化政策と
なっており、以降そのまま使用）と農民工問
題を対象としている。 
改革開放政策後の中国の都市化（図 1）は、

1979～1984 年の農村改革の推進（都市化率：
18～23%）、1985～1992 年の都市経済体制改革
の推進（都市化率：24～27%）、1993～2002 年
の市場経済体制の推進（都市化率：28～39%）、
2003 年～現在の科学的発展論に基づく都市
化の推進の時期（都市化率：40～53％）に分
けられる。都市化率に地域差は大きく、特に
東部地域への人口流入は大きい。このような
こともあって、新型城鎮化政策では、主に中
部と西部を中心にその都市化を進めること
で、農民工の都市住民化を実現しようとして
いる。2012 年現在の中国の都市化率は 53％
であるが、実際、戸籍でみると都市化率は
35％に過ぎない。現在、都市には 2.6 億人強
の農民工（農村戸籍の出稼ぎ労働者）が住ん
で働いており、今後毎年 1,000 万人以上増え、
2020年に都市化率が 60%に達すると予想され
ている。 
 

• Recovery from war (1949-1957)
• Rapid growth (1958-1960)
• Reverse urbanization (1961-1965)
• Stagnation (1966-1978)

• Rural reform (1979-1984)

• Urban economic institution reform (1985-1992)

• Market-based reform (1993-2002)

• Scientific planning (2003 – 2013)

• New-type Urbanization Plan (2014 – 2020)

16.25% 17.86% 18.96%

29.04%

57.35%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

1
9
4

9
1

9
5

0
1

9
5

1
1

9
5

2
1

9
5

3
1

9
5

4
1

9
5

5
1

9
5

6
1

9
5

7
1

9
5

8
1

9
5

9
1

9
6

0
1

9
6

1
1

9
6

2
1

9
6

3
1

9
6

4
1

9
6

5
1

9
6

6
1

9
6

7
1

9
6

8
1

9
6

9
1

9
7

0
1

9
7

1
1

9
7

2
1

9
7

3
1

9
7

4
1

9
7

5
1

9
7

6
1

9
7

7
1

9
7

8
1

9
7

9
1

9
8

0
1

9
8

1
1

9
8

2
1

9
8

3
1

9
8

4
1

9
8

5
1

9
8

6
1

9
8

7
1

9
8

8
1

9
8

9
1

9
9

0
1

9
9

1
1

9
9

2
1

9
9

3
1

9
9

4
1

9
9

5
1

9
9

6
1

9
9

7
1

9
9

8
1

9
9

9
2

0
0

0
2

0
0

1
2

0
0

2
2

0
0

3
2

0
0

4
2

0
0

5
2

0
0

6
2

0
0

7
2

0
0

8
2

0
0

9
2

0
1

0
2

0
1

1
2

0
1

2
2

0
1

3
2

0
1

4
2

0
1

5
2

0
1

6

Mao Ze Dong Deng Xiao Ping Jiang Ze MinHua
Guo
Feng

Hu Jin Tao Xi Jin Ping

1st Plan 2nd Plan 3rd Plan 4th Plan 5th Plan 6th Plan 7th Plan 8th Plan 9th Plan 10th Plan 11th Plan 12th Plan

recovery leap cultural revolution reform experiment transition market total dev new stage planning sci. planning

--> Reform and Openning-up policy

Land 
development 
induced 
urbanization

People-
centered 
urbanization

 

図 1 中国の都市化率の推移 
 
習近平政権のもとで、「China Dream（中国

夢）」を実現するために、今までの経済発展
モデルを見直し、戸籍制度に起因する農民工
と都市住民との格差問題の是正にも力を入
れ、新型城鎮化という目玉政策を打ち出し、
20 以上の都市群、180 以上の地級市（省府の
所在市より規模が小さい）及び 10,000 以上
の城鎮（中小規模都市）の発展計画（「全国
における新しい都市化の健全な発展を促進
する計画（2011-2020 年）（中国語：全国促進
城鎮化健康発展計画」）を具体化している。
今後の 10 年間に 40 兆元（約 580 兆円）が投
資され、内需拡大が期待されている。農民工
の正式な市民権を保障する都市（特に内陸部
都市）に対して、政府が教育、医療、住宅な
どの公共サービス施設の建設のために補助
金を提供する。今後増えつつある農民工を主
に内陸地域の都市化で吸収する狙いがある。
一方、都市人口の年間エネルギー消費量は農
村人口の 3.5 倍ということを考えると、農民
工問題は中国における今後の低炭素まちづ
くりにおいても注視すべき社会現象である。 

中国の農民工問題について、今まで、(1)
戸籍制度の改革、(2)出稼ぎの動機と行動、
農業生産や家庭生活に与える影響、(3)家族
への仕送り、(4)新世代農民工（1980 年代生
まれ）の問題、(5)貧困と子供教育、(6)ジェ
ンダーなどについて、社会学、経済学、地理
学、人口学など様々な視点から研究されてき
ている。 
中国の新型城鎮化政策は農民工という社

会問題を解消すると同時に、新たな経済成長
モデルを構築しようとしているが、農民工の
社会保障問題にほとんどの議論が集中して
いる。また、都市化との関連について、既存
研究の殆どは国全体レベル又は大都市での
問題を扱う。習近平政権下の都市化政策につ
いて、レポートレベルでの事例報告はあるも
のの、科学的な検証は殆どなされていない。
特に、中国にとってエネルギー問題が非常に
重要であるにもかかわらず、農民工の都市住
民化後の都市の姿を先読みし、エネルギー消
費とリンクした研究は見当たらない。 
新型城鎮化政策は人の都市化を目指して

いるが、土地への投資にいまだに夢を託そう
としている内陸部都市は少なくない。都市域
の拡大を適切にコントロールできなければ、
エネルギー消費効率の悪い都市構造を招き
かねない。農民工政策がエネルギー消費に与
える影響を把握することは中国のみならず、
世界にとっても極めて重要である。 
中国における農民工の問題は、1950 年代後

半に導入された戸籍制度の影響で、ほかの国
の問題と異なる性質を有しているため、本研
究を遂行することは地域研究としての学術
的な価値も高い。そして、中国の社会発展の
重要な転換期というタイミングにおいて、農
民工の生活という視点から都市化政策を研
究するという着想に至った。中国の社会発展
の重要な転換期というタイミングを逃すと、
新しい都市化時代の幕開けに起ころうとし
ている社会現象の本質を追求できなくなる
可能性が極めて高い。また、学術的には、政
策が変化を起こすために講じるものである
という本質からすると、このタイミグを逃す
と、中国の社会発展の重要な転換期における
都市化過程を観測できなくなり、貴重なデー
タ観測機会は逃れてしまう。農民工の都市住
民化によるエネルギー問題を明らかにし、中
国政府及び国際社会に対してしかるべき対
策を取るように促す必要があると同時に、地
域研究に新しい分野を切り開くことも可能
である。 
 
２．研究の目的 
市民権を得る農民工の増加に伴い、エネル

ギー消費の増加、交通渋滞、大気汚染の悪化
などは懸念され、今後の低炭素まちづくり
（特にエネルギー政策に関連するまちづく
り）において注視すべきであるが、研究はま
だ手つかず状態である。 
新型城鎮化政策の実施に伴い、今後より早



いスピードで進行するのであろう農民工の
都市住民化によってエネルギー消費を増や
す要因と減らす要因が複雑に影響を呈して
いる（図 2）。都市住民化後における農民工の
職業選択は決して楽観的ではない。新型城鎮
化政策は人の都市化を目指しているが、地域
格差が大きいため、今までの土地依存型開発
で恩恵を受けた沿岸都市の開発パターンを
真似ようとする内陸部の都市が少なくない。
都市住民化した農民工のライフスタイルの
将来変化にどう備えていくべきかを明らか
にするために、農民工の都市住民化動向と低
炭素まちづくりへの影響を調査することは
本研究の目的である。 
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図 2 新型城鎮化政策と農民工によるエネル

ギー消費との関係 
 

３．研究の方法 
農民工問題について、農村の大規模な余剰

労働人口（駆動力：Driving forces（D））の
発生によって、多くの出稼ぎ労働者が都市に
押し寄せていく（圧力：Pressures（P））。こ
れ ら の 農 民 工 が 都 市 の 発 展 （ 状 態 ：
States(S)）を支える一方、中国特有の戸籍
制度の影響もあって、農民工と都市住民との
格差が広がりつつある（S）。その結果、社会
的不安（インパクト：Impacts（I））を招き
かねない状況が全国各地で生じ、このインパ
クトを緩和するために、農民政策を講じるよ
うになっている（反応：Responses（S））。政
策立案には、政府だけではなく、企業や市民
社会などの主なアクターが協働する必要が
ある。その協働のいかんによって政策立案能
力（C:Capacity）が決まり、それが政策の質
や実行力などに影響する。一方、出稼ぎの農
民工の多くは都市住民化を望んでいるため、
それが低炭素まちづくり問題の駆動力（D）
になり、エネルギー消費が増える（圧力：P）
と懸念されている。それが事実であれば、大
気汚染の悪化（状態：S）をもたらしてしま
い、人々の健康被害や QOL などに影響（イン
パクト：I）を及ぼし、まちづくり政策（R：
法制度、掲載的措置、技術、社会的啓蒙活動）
を講じないといけないという問題連鎖が考
えられる。能力形成（C）は低炭素まちづく
り政策の立案にも影響する。 
上記のことを念頭に入れ、本研究では農民

工の生活に焦点を当てたミクロ的な調査手
法に基づき、研究を行う。 
中国の第 12 次 5 ヶ年計画の「両横三縦」

城鎮化戦略はある。具体的には、東西方向
（横）について、江蘇省連雲港～新疆阿拉山
口の沿線及び長江沿い、南北方向（縦）につ
いて、沿岸部、ハルビン～北京～広州、内モ
ンゴル自治区包頭～雲南省昆明の開発コリ

ドーに位置する 20 以上の都市群、180 以上の
地級市（省府の所在市より規模が小さい）及
び 10,000 以上の“城鎮”（中小規模都市）と
いう 3種類の都市が含まれている。本研究に
おいて、調査予算の制約、現地での協力の可
能性などを考えて、調査対象都市として、大
連市（沿岸都市）、貴陽市（地方都市）と重
慶市（内陸大都市）を選定した。 
まず、農民工及びその家族の生活実態を知

るために、調査対象都市郊外の村に関する現
地踏査を行い、生活実態のヒアリング調査を
実施した。それを踏まえて、農民工（985 名）
と都市戸籍を有する一般市民（671 名）を対
象にアンケート調査を実施した。両者共通し
ているのは各種家電、自家用車と自動二輪車
の保有、交通行動、エネルギー消費行動、居
住環境、個人・世帯属性である。異なるのは、
農民工について、現在の雇用状況（職種、給
与水準、職位、副業など）、職歴、時間利用、
子供教育への支出と子供への期待、社会保障
（失業、年金、医療などの保険の加入状況）、
現在の都市生活の適応性、日常生活における
各種困難（仕事の安定性、技能訓練、戸籍差
別、居住環境、子供教育、医療など）、農村
での土地保有状況、将来の不安（仕事の安定
性、住居、両親の扶養、子供教育、各種社会
保障、健康など）、生活の質、そして、将来
における都市戸籍の取得意向、取得有無のそ
れぞれの理由、取得の場合における住宅の保
有、家電、自家用車と自動二輪車の追加保有
の有無などの項目を加えた。 
さらに、来るべき農民工による新しい都市

化時代のエネルギー消費激増を防ぐために、
一部の農民工を農村地域に留めさせる必要
がある。そこで、農村観光を促進することで
それらの農民工の雇用の場を確保させるこ
とが重要であると考えられる。このような考
え方のもとで、農村観光に着目し、観光客
（428 人）と観光経営者（226 人）を対象と
するアンケート調査をそれぞれ実施した。農
村観光経営者について、持続可能な観光と経
営との関係、今後の経営を含む仕事の選択意
向など、農村観光客について、現在の観光行
動と意識以外、将来の農村観光内容とサービ
スの変化に伴う来訪意向の変化も調べた。両
方ともに表明選好（SP）調査手法を採用した。
各回答者はそれぞれ 4つの SP 設問に答えた。
つまり、サンプル数は、観光客の場合 1,712、
観光経営者の場合 904 である。 
 

４．研究成果 
本研究は農村から都市への移住と都市か

らの帰郷という二つの側面から、来るべき農
民工による新しい都市化時代のエネルギー
政策に関連する研究を行ってきた。 
中国の農民工について様々な視点から研

究されてきているが、特に習近平政権下での
新型城鎮化政策を対象に、農民工戸籍問題解
決後のまちの姿を明らかにすることを念頭
に入れ、急激なエネルギー消費膨張が世界最



大のエネルギー消費国の中国の低炭素まち
づくりに与える影響とそれに対する社会的
な対応を農民工の生活（過去、現在と将来）、
農民工と一般市民との比較、農村から都市へ、
そして、都市から農村へといった総合的な視
点から調査するのは本研究が最初の試みで
ある。これらは本研究の学術的な特色であり、
独創的な点でもある。農民工問題を都市にお
けるエネルギー政策の中で位置づけて研究
することは本研究を実施する意義である。 
中国の新型城鎮化政策における農民工問

題という社会的に敏感な話題であるが故に、
調査の実施に多くの困難があった。様々な困
難に遭遇したが、現地の研究者の協力を得て、
重要な研究成果を得ることができた。以下で
は、特徴的な成果のみを示す。 
 
（I）農村から都市へ 
農民工の都市住民化意向とエネルギー消

費動向に関する研究成果をまとめた論文は
Transportation Research Part D に掲載され
たことで、世界トップレベルの実績を上げる
ことができた。具体的には、大連・貴陽・重
慶における農村戸籍の農民工と都市戸籍の
住民を対象に実施したアンケート調査を用
いた分析（集計分析、潜在変数を有する構造
方程式モデルに基づく分析）の結果（図 3）、
以下の結論を得た。 
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図 3 農民工の都市住民化意向とエネルギー
消費動向の分析結果 

 
(1) 約 4割の農民工は都市戸籍を取得し、永久

に都市に住む意向を有している。この結果
は意外であった。実際、農民工のこの意向
は現在の生活満足度と都市での生存能力
に最も影響される。具体的に言えば、都市
での生活上の辛い経験と低い生存能力は
農民工の都市戸籍の獲得にとって大きな
障害である。つまり、これらの障害がなく
ならない限り、農民工による都市化率の極
端な上昇がないと考えられる。 

(2) 都市住民のエネルギー消費量は農村戸籍
の農民工より1.2倍～4.0倍も高いことが
分かった。前述の農民工の都市住民化率
（約 4割）は一見高くないように見えるが、
母数（2.6 億人強）が大きいので、農民工
による都市化率が向上した結果、エネルギ
ー消費は大きく増加する可能性がある。し
かし、構造方程式モデルによる分析の結果、
農民工の都市戸籍獲得はその将来のエネ
ルギー消費選好性（将来の家電と車両保有
からみたエネルギー消費選好性）に影響し
ないことが分かった。一方、将来のエネル
ギー消費選好性は都市戸籍を有する住民
になる自信（特に健康への心配）と障害（特
に社会保障の欠如）に最も影響されること
が明らかとなった。このように、都市での
定住は必ずしもエネルギー消費の大きな
増加につながるわけではない。このような
こともあって、将来のエネルギー消費選好
性の決定において車両保有の役割は低か
った。 

(3) 農民工の都市住民化意向とエネルギー消
費動向に関する分析において、農民工の家
族指向性は大きく影響している。今後のエ
ネルギー政策を講じる際に、家族生活の視
点からみた政策、そして、農民工のケーパ
ビリティの向上に関する社会政策と連携
する必要があることが示唆された。 

 
（II）都市から農村へ 
農村観光客を対象とした表明選好調査の

結果（図 4）、当該農村観光地を定期的に訪問
する意向は最も低く、時々来訪する意向は最
も高いことが分かった。消費金額が高くなる
につれ（つまり、サービスがより充実になる
につれ）、二度と来ない意向を有する回答者
は増える。農村観光サービスの質を向上する
ため、どうしてもコストが上がると考えられ
る。この場合、客離れが生じることに十分に
注意する必要がある。これは、人々は手頃の
農村観光を望んでいることを示唆する。観光
行動には variety-seeking という特性を有す
る。このように、観光をもとにした農村地域
の開発・発展において、適正な観光コストの
設定と質の高いサービスの提供をバランス
させる必要がある。 
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図 4 農村観光の将来訪問意向 



農民工（多くは大都市で）を経験した農村
観光経営者を対象とした表明選好調査の結
果（図 5）、将来、都市戸籍を持つことで、観
光経営において、現状維持する意向は最も高
いが、経営を中止する意向は都市戸籍を持た
ない場合より高いことが分かった。都市戸籍
を持たない人の経営拡大割合は、持つ人のそ
れより約倍も高い。このように、都市戸籍の
有無により農村観光経営に顕著に影響する
ことが明らかになった。 
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図 5 農村観光経営の将来意向 

 
上記のように、今後の都市戸籍の取得は容

易になると、農村観光経営にマイナスな影響
があり、さらに、観光コストの影響による観
光需要の変動を考えると、リピート客を増や
すスマートな観光経営は引き続き重要であ
るが、地域として観光ばかりに頼ってしまわ
ないようにすることが重要である。 
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